
 
 
 
 
 
 
 
 

人間生活技術分野 
 
 
 
 
 
これまで我が国における製品開発や研究開発では、機能の向上を中心に取り組み、それ

を製品の付加価値として産業競争力を高めてきた。他方、消費者も、科学技術の進展、経

済の成長に伴い新しい機能を求めてきた。 

他方、モノを使う人間の側からの視点に立った設計は、各時代において、ライフスタイ

ルに合わせた製品や環境と人間特性との間の不具合の改良、ヒューマンエラー等による事

故の防止などリアクティブな視点から取り組まれてきた。 

近年は少子高齢化の急速な進展など、人口構成や社会環境が変化し、科学技術もめまぐ

るしく進展しており、将来においても誰もが安全・安心で快適に生きがいを持ち健康に暮

らせ、人口減少下にあっても経済活動が活発であり続けられることが求められている。さ

らには、「モノ充足」から「ココロの充実」がより重要視される傾向が強まり、人間の感性

に訴える製品・サービスの提供が求められ、「感性価値創造」に向けた技術やデータの蓄積・

活用が一層重要となっている。 

そこで、①少子高齢化と経済の活性化の両立、②日本人の感性を活用したものづくりの

推進、③新たな産業の創出を重要な政策目的として掲げ、人間生活技術（人の特性（感性・

五感、身体寸法・形状、行動、認知、判断など）や人の生活空間・環境を良く知り、活用

する技術）の効果的な活用を図る。この実現に向けて、長期的な社会環境の変化から、将

来の目指すべきゴール（社会像）を示し、その実現のために必要な技術を検討し、人間生

活技術の長期的な戦略を策定した。 

 

 



 

人間生活技術分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ. 導入シナリオ 

（１）人間生活技術分野の目標と将来実現する社会像 

① 心身ともに健康な生活の実現 

・生きがいを持ち毎日生き生きと生活できる。 

・８０歳でも元気に自立して暮らせる。 

・健やかに成長し心身ともに健康な日々をおくれる。 

② 楽しく安らげる暮らしの実現 

・五感で楽しみ快適な空間でくつろげる。 

・省エネしながらでも快適に暮らせる。 

・家族みんなが安心して暮らせる。 

③ 安全･快適なモビリティーの実現 

・乗ると元気になるモビリティーの実現。 

・誰でも安全快適に自由に移動できる。 

・安全快適に省エネドライブができる。 

④ 安全・安心で働きがいのある環境の実現 

・年齢・性別・言語に関係なく共同して働ける。 

・安全・安心に心身へのストレスなく働ける。 

・少ない労働力でも高い労働生産を実現する。 

（２）研究開発の取組み 

研究開発の推進については、開発目標を戦略的に設定するとともに、技術戦略マッ

プの時間軸に沿ったプロジェクトを推進中である。 

・健康家計簿プロジェクト・オンデマンドファッションプロジェクト 

＜事業概要＞ 

モノ作りの基盤となる身体特性に係るデータを活用した生活者の身体や生活に応

じた製品・サービスを提供し、生活者が快適・健康に暮らせる生活環境の創出を目

指して、生活者の快適性向上や健康性向上に資する製品等の開発・普及の基盤とな

る身体特性情報の計測、データの整備に係る取組を支援する。あわせて、その取組

により得られる身体特性情報を収集して社会全体共有して、民間の取組との連携し

た効率的かつ効果的な身体特性知的基盤の整備を行う。 

・省エネ型情報生活空間創生プロジェクト 

＜事業概要＞ 

住宅やビルにおける環境について、個々人の好みや行動パターンに適応し、ＩＴ

とも融合したＢＥＭＳ・ＨＥＭＳ等の最適管理技術や予測評価技術等を開発するこ

とにより、省エネ型空間の創生を図る。また、こうしたＨＥＭＳは、快適性の向上



 

や安全性の向上にも資するものであり、ＨＥＭＳの加速的な普及を目指す。 

・アクティブデジタルヒューマン開発プロジェクト 

＜事業概要＞ 

ロボットと人が共同作業を行うためには、ロボットが人の位置、方向と運動パタ

ーンを把握し、その意味を理解した上で、行動を予測することが必須である。この

ため、センサー等で入手した外界の情報を、環境や人のモデル（体形、運動パター

ン、対象物）をベースにしてデータベースとマッチングさせて認識・理解し（意味）、

人の次の行動を確率的に予測する。これにより、人を護りながら適切なサービスを

提供することが可能になる。 

・事故サーベイランスプロジェクト 

＜事業概要＞ 

子どもを安心して育てられる生活環境を整備に向けて、子どもの“不慮の事故”

を無くしていくことを目指し、病院での子どもの事故情報の収集や保護者等からの

事故情報の提供による事故情報のデータベースの構築を行うとともに、集まった事

故情報を専門家・研究者・企業による、統計的な分析、現場調査や子どもの行動分

析による事故原因究明及び再発防止への対策を行う。 

さらに、事故情報、事故原因、事故防止策等の情報を保護者など社会全体へ発信

していくことにより、事故防止に向け参加型の安全知識の循環を推進していく。 

（３）関連施策の取組 

〔知的基盤整備〕 

・人の特性（感性・五感、身体寸法・形状、行動、認知、判断など）に関する知的基盤整備 

《最近の事例》 

 size-JPN 2004-2006 
工業製品の寸法や形状を決定するための基本データである人体寸法・形状デ

ータを収集するため、経済産業省では、「人間特性基盤整備事業（size-JPN）」

を実施し、約７，０００人分のデータを収集、公表。 

http://www.meti.go.jp/press/20071001007/20071001007.html 

 人間特性データベース 
人に優しい商品や環境づくりを推進するため、独立行政法人製品評価技術基

盤機構では、経済産業省と連携し、約１，０００名の身体寸法・身体能力を

収集、公表。 

http://www.tech.nite.go.jp/human/index.html 

 子どもの身体寸法データベース 
回転ドアやシュレッダー事故など、工業製品による子どもが巻きこまれる事

故が発生し社会問題となっており、こうした社会的背景から、子どもの事故

を未然に防ぐための機械設備や機械製品の安全設計に向け、（社）日本機械工

業連合会では、経済産業省と連携し（委託先：（社）人間生活工学研究センタ

ー）、これまでに未就学児（満０歳児から満６歳児まで）約１，２００人の身

体寸法を収集、公表。 

http://www.hql.jp/database/index.html 



 

〔広報･啓発〕 

・感性価値創造活動の推進 

経済産業省では、２００８年度からの３ヶ年を「感性価値創造イヤー」と位置付

け、感性価値創造活動の推進に向けた施策を重点的に展開。 

その一環として、感性に訴えかける優れた製品やサービスを紹介する「感性価値

創造フェア」の東京とパリでの開催など各種の取組を展開。 

http://www.meti.go.jp/press/20070522001/20070522001.html 

http://www.meti.go.jp/press/20080401001/20080401001.html 

・キッズデザインの推進 

２００６年５月に「ＮＰＯキッズデザイン協議会」の発足や２００７年度より、「キ

ッズデザイン賞」の創設を行うことで、子どもを産み育てやすい生活環境の実現や、

子どもの安全・安心と健やかな成長発達につながる生活環境の創出を目指したデザ

イン（キッズデザイン）の推進に取り組む。 

（４）改訂のポイント 

 感性価値創造イヤー（２００８～２０１０年度）、上海万博（２０１０年度）など、

人間生活技術の研究開発に影響を与える事柄を導入シナリオのマイルストーンと

して位置づけた。 

 

Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

人間生活技術分野は、我々の生活の中で利用する様々な商品（製品及びサービス）

に組み込まれている技術やその開発に生かされている技術であり、技術マップによっ

て研究開発を俯瞰するにあたっては、将来においても安全・安心で快適に生きがいを

持って健康に暮らすために求められる６つの課題を掲げ、その課題を克服するために

重要な技術を、想定される場（都市・街、家庭、産業）ごとに整理した。 

（２）重要技術の考え方 

人間生活技術戦略の重要技術の絞込みにおいては、これまでの研究成果や今後の研

究開発の中から、特に重要と考えられる「９つの社会環境の変化」を乗り越える「４

つの将来のゴール」に向けて、重要かつ社会ニーズの高いものに重点化を図った。【参

考資料１：人間生活技術戦略の策定 －人間生活技術の重点化－】 

＜９つの社会環境の変化＞【参考資料２：社会環境の変化①～⑨】 

① 人口構成の変化（人口の３割が高齢世代に） 

② 出生数と合計特殊出生率（加速する少子化） 

③ 労働力人口の変化（団塊世代の定年、人財と労働のミスマッチ） 

④ 世帯数の変化（世帯の４割が高齢者世帯に） 

⑤ 健康寿命（生き生きとした暮らしの享受） 



 

⑥ 体力の変化（若年層の体力の低下） 

⑦ 事故とその原因（ヒューマンエラーが事故を引き起こす） 

⑧ 自動車運転免許保有者の変化（高齢ドライバーの増加） 

⑨ 地球温暖化への対応（住宅・オフィスにおいての省エネが必須） 

＜４つの将来のゴール＞ 

① 心身ともに健康な生活の実現 

高齢者はいつまでも健康で自立し、子どもは健やかに成長・発達するような、

生きがいを持ち生き生きと暮らせる社会 

② 楽しく安らげる暮らしの実現 

感性・五感で楽しめ、省エネしながらも快適な住環境において、家族みんなが

安心して生活できる社会 

③ 安全･快適なモビリティーの実現 

乗ると元気になるモビリティーがあり、誰もが安全・快適かつ省エネルギーで

自由に移動することができる社会 

④ 安全・安心で働きがいのある環境の実現 

年齢・性別・言語に関係なく、誰もが安全・安心で心身にストレスなく働く

ことができる社会 

（３）改訂のポイント 

 社会環境変化に関するデータの更新や「感性価値創造」に向けた技術ニーズの反映

を行った。 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

４つの将来のゴールに沿って４つのテーマに分け、その実現に必要な技術の２０３

０年頃までの進展を記載。その際には、年齢層ごとのライフスタイルの変遷の分析も

行い、それぞれの世代に応じた技術の進展を考慮した。 

① 心身ともに健康な生活の実現 

・生きがいを支援・実現する技術 

・加齢による機能・認知力の低下を抑制する技術 

・機能・認知力を発達、維持・向上させる技術 

② 楽しく安らげる暮らしの実現 

・人に親和したエンターテイメント技術 

・人間特性を活用した快適環境創出技術 

・日常生活の行動・生理を見守る技術 

③ 安全･快適なモビリティーの実現 

・五感や生理に適した快適モビリティー 



 

・安全・自由な移動を実現する技術 

・エコ＆セイフティドライブ支援 

④ 安全・安心で働きがいのある環境の実現 

・誰でも自由に仕事ができる環境の整備 

・安全・安心を向上させる技術 

・労働負荷を軽減する技術 

（２）改訂のポイント 

 社会環境変化に関するデータの更新や「感性価値創造」に向けた技術ニーズの反映

を行った。 

 

 



2005 2010 2020 2030
人間生活技術分野の導入シナリオ

将来像将来像

研究・開発研究・開発

○高齢者はいつまでも自立した生活を過ごし、子どもは健やかに成長するような、健康的で生きがいを持ち毎日いきいきと生活できる
○五感で楽しめ、省エネしながらも快適な住環境において、家族みんなが安心して生活できる
○乗ると元気になるモビリティーが実現され、誰もが安全・快適かつ省エネで自由に移動することができる
○年齢・性別・言語に関係なく、誰もが安全・安心で心身にストレスなく働くことや、高い労働生産性が実現する

高齢者１人当たりの現役世代人口 減少 ２．６３人

高齢者独居世帯の割合 増加

３．５４人 １．９９人 １．８６人

７．９％ １３．７％

１．心身ともに健康な生活

目指すべき
ゴール

健康・美を求めるニーズ
が高まる

個々人のこだわりを満足させる
ものが求められる

健康・暮らし（生計など）に不安のない
生活が求められる

元気で自立した老後へのニー
ズが高まる

介護への人財・費用の限界

若年層の体力低下

健康な生活リズムが求
められる

自殺・過労死・うつの予防が求められ
る

２．楽しく安らげる暮らし
ロボット技術の進展新たな楽しみの実現

労働力人口 減少

店で足部の３次元寸法・形状を計測する装置の開発

計測施設で全身の３次元寸法・形状を計測する装置の開発
店で全身の３次元寸法・形状を計測する装置の開発

自主参加型の体の寸法・形状データベースの構築 自主参加型の体の寸法・形状データベースを使った製造技術

ＩＤ化された体の寸法・形状を製品選択時に活用する技術

光の環境に応じた色味、質感の呈示技術着た感じ（周りからの見え方）をシミュレーションする技術

欲しい時に自分に合ったものが手に入れられる技術
（オンデマンドファッション技術など）

達成感、熱中度の計測（脳波・心拍・呼吸・視線など）

体重に代わる新たな健康的容姿バロメータの調査過度なダイエットの悪影響に関する調査 健康的な身体機能・容姿を実現する技術

ユニバーサルデザイン性能の指標化

生活支援機器（福祉機器）の充実

日常生活で人が受ける光・熱・音などの刺激の評価

加齢による身体機能・認知力低下の調査

自主参加型健康データベースの構築（健康家計簿の構築）

身体機能・認知力の低下をさせないため
の刺激の研究

身体機能・認知力を維持させる
製品・効能を評価する技術

日常生活（環境変化）における身体の活動度の計測・評価技術

日常生活に必要な身体機能･認知力の調査

生活しながら、身体機能・認知力が
維持・回復する技術

健康な生活リズムが求められる

子どもの体格の成長及び身体機能の発達に関する調査
子どもの代謝機能・調節機能の

発達に関する調査

活動度・休息度（睡眠）の計測･評価技術
日常生活における活動度・休息度及び生

活環境の計測評価技術

子どもの動作・行動の計測技術

生活リズムを健康的に調整する技術

子どもの体格・機能・認知力を健やかに発達させる技術

人との共存に向けたロボットの安全指標の調査 人との共存に向けたロボットの安全指標の調査

日常生活に必要な身体機能･認知力の調査
安全性向上のために人を模擬し
行動予測が容易なロボットの研究

人を楽しませるヒューマノイドロボット技術 子どもの成長を支援するヒューマノイドロボット技術

次世代ＶＲ技術（実際に触ってい
るように感じられる技術）

感覚の計測･評価技術

ＶＲの生体への影響の調査

ＶＲを利用した都市景観・生活空間を再現する技術

高臨場感を演出するＶＲ技術

五感で感じる快適空間創出技術（感覚刺激の組み合わせ）

次世代ＶＲ技術（３次元投影）

2008



2005 2010 2020 2030

高齢者世帯の増加
地域コミュニティーの希薄
化

自由な移動に制約がかかる
人の増加（高齢化）

新たなエネルギーで動く
モビリティーへの要求

ヒューマンエラーによる交通事
故の防止

高齢者ドライバーの急増 安全性へのあくなき追求
京都議定書第一約束期間
（２００８～２０１２年）

環境意識の高まり 環境行動の深まり
京都議定書第一約束期間
（２００８～２０１２年）

日常生活での人の行動をモニタリングする技術

省エネを実現しつつ快適な体感（温度・湿度・明るさ）を作り出す技術

快適な住環境が人の環境順応性に与える影響の調査

人の局所部位への冷暖房と快適性の評価

行動パターンに応じた省エネ住環境を創出する技術（ＢＥＭＳ／ＨＥＭＳ）

好みに応じた省エネ住環境を創出する技術

家庭内でも個々に応じた快適環境を創出する技術

日常生活での体の表面や複雑な動きの計測技術

日常生活での筋力・視力・聴力などの総合的な計測・評価技術

日常生活での動作や姿勢に応じた疲労の計測・評価技術

３次元ＣＡＤマネキンの高度化

アクティブデジタルヒューマンを活用した設計・評価技術

アクティブデジタルヒューマンを活用した評価を見せる技術

アクティブデジタルヒューマンを活用した設計・評価技術

事故につながる子どもの行動を察知する技術

子ども・乳幼児の日常生活を見守るウェアラブルセンシング技術子ども・乳幼児の日常生活の計測

子どもの事故原因を分析する技術

子どもの事故に関する自主参加型データベースの構築
子ども・乳幼児の日常生活の計測

高齢者の日常生活を見守る
ウェアラブルセンシング技術高齢者の日常生活の計測技術

セキュリティータウンの構築（地域コミュニティーの活用）

家庭内でアレルギー（花粉、化学物質など）反応を計測する技術 日常生活でアレルギーを防ぐ技術（ケミレスハウス、ケミレスタウンなど

育児をしやすくする技術

ユニバーサルデザイン性能の指標化

乗れば元気になるモビリティー技術

歩くように自由に使える新たなモビリティー技術車椅子や乳母車のように高齢者にとって楽な姿勢・動作の研究

運転時の生理変化をアクセサリをつけるように手軽にモニタリングする技術運転時の生理（心拍・呼吸・視線など）変化の検知技術運転時の姿勢変化の検知技術

運転者の生理変化から集中力低下を計測する技術

心拍・発汗・視線・脳波などの計測による運転者の場面に応じた集中力変化の調査

五感をバランスよく活用した周辺状況把握に関する調査

運転の癖から非日常（いつもと違う）運転行動の検知技術

音を用いて周辺状況を運転者に伝える技術

運転モニタリングを活用し足りない運転スキルを代行する技術

運転者の状態を検知し
事故を未然に防ぐ技術

モビリティーの多様化に伴う安全性を支援する技術速度や大きさの異なるモビリティー（歩行者、自転車、自動車など）の混在による危険性の調査

駅・ターミナルのユニバーサルデザインの評価 モビリティーのユニバーサルデザインの評価

労働人口の減少（団塊の世代が６０歳を
迎える）

高齢者・女性のさらなる労働参加
ニーズの高まり

３．安全・快適なモビリティー

２．楽しく安らげる暮らし

４．安全・安心で働きがいのある環境

運転者の集中力低下から覚醒させる刺激（音・光など）を与える技術

ＶＲを活用したユニバーサルコミュニケーションの実現

表示の大きさ・色、音などが高齢者に適した作業機器の開発

高齢者・障害者向け作業機器の使いやすさの向上技術

在宅作業でも集中力を高める技術

作業環境のユニバーサルデザインの評価 サイン、サイレン、記号のユニバーサルデザイン

作業に必要な体力・筋力を補助する技術 作業に必要な身体機能を補助する技術

働きたい人誰もが
働ける環境の実現

作業に必要な身体機能を
代替する技術

2008



2005 2010 2020 2030
安全性へのあくなき追求

京都議定書第一約束期間
（２００８～２０１２年）

４．安全・安心で働きがいのある環境

個々のスキル・身体機能に応じた適材適所を支援する技術スキル・身体機能のレベルと作業効率・ヒューマンエラーの調査

ストレス・疲労の低減に向けた作業効率の向上技術

ストレス・疲労と作業効率の関係の調査
ストレス・疲労の度合いを明示する（知る、

知らせる）技術

生理変化（脳波・発汗・視線・筋電位など）からストレス・疲労を計測する技術

視野に入った物を認識できているかどうかを評価する技術

安全性・作業効率向上に向けた労働サイクルの調査
刺激（音・光・香など）による安全性・
作業効率の高い労働サイクル創出技

術

ストレス・疲労の低減に向けた作業効率の向上技術
作業時の休憩のとり方と
安全性に関する調査

ストレス・疲労を解消する
環境を作り出す技術

導入普及促進策 民間企業の取り組み

○分野共通
UDの推進

（ＩＡＵＤを通じた国際的な会議の開催（２００６年）、ＵＤ製品の自治体・企業での積極購入の推進）

UDの推進
（ＩＡＵＤを通じた国際的な会議の開催（２００６年）、ＵＤ製品の自治体・企業での積極購入の推進）

キッズデザインの推進（子どもの安全・安心の向上と健やかな成長に向けた取り組み支援）
（協議会の設立（２００６年）、アワードの創設、第３者認証の構築）

キッズデザインの推進（子どもの安全・安心の向上と健やかな成長に向けた取り組み支援）
（協議会の設立（２００６年）、アワードの創設、第３者認証の構築）

省エネ＆快適な住環境の推進省エネ＆快適な住環境の推進２．楽しく安らげる暮らし

３．安全・快適なモビリティー 省エネ＆安全なモビリティーの推進省エネ＆安全なモビリティーの推進

４．安全・安心で働きがいのある環境 省エネ＆快適な作業環境の社会的確立省エネ＆快適な作業環境の社会的確立

環境整備
○分野共通

キッズデザインの推進（子どもの安全・安心の向上と健やかな成長に向けた取り組み支援）
（子どもの事故データベースの構築、子ども・事故に関連する省庁、病院、学校、保育施設等との連携）

キッズデザインの推進（子どもの安全・安心の向上と健やかな成長に向けた取り組み支援）
（子どもの事故データベースの構築、子ども・事故に関連する省庁、病院、学校、保育施設等との連携）

１．心身ともに健康な生活

２．楽しく安らげる暮らし

３．安全・快適なモビリティー

身体機能情報の共通プラットフォームの構築身体機能情報の共通プラットフォームの構築 民間主導の身体機能情報プラットフォームの構築民間主導の身体機能情報プラットフォームの構築

地域コミュニティー活用に向けた自治体・民間団体の連携地域コミュニティー活用に向けた自治体・民間団体の連携

新技術（ロボット及び次世代ＶＲなど）の安全性・社会的影響度の調査新技術（ロボット及び次世代ＶＲなど）の安全性・社会的影響度の調査

新たなモビリティーが走行できるインフラの整備新たなモビリティーが走行できるインフラの整備

新たなモビリティーに対する関連法令（道路交通法、道路運送車両法など）上の整理新たなモビリティーに対する関連法令（道路交通法、道路運送車両法など）上の整理

多様なモビリティーの混在に対する関連法令（道路交通法、道路運送車両法など）上、制度（保険など）上の整理多様なモビリティーの混在に対する関連法令（道路交通法、道路運送車両法など）上、制度（保険など）上の整理

４．安全・安心で働きがいのある環境

労働時のストレスに関する法令（労働基準法、労働安全衛生法など）上の整理労働時のストレスに関する法令（労働基準法、労働安全衛生法など）上の整理

2008

感性価値創造イヤー
（上海万博日本館（2010年）、感性価値創造フェアの開催（パリ、東京等）)

感性価値創造イヤー
（上海万博日本館（2010年）、感性価値創造フェアの開催（パリ、東京等）)



産業都市・街

③健康の維持・回
復の支援

②日常生活・社会
参加の支援

①安全・安心性の
向上

④心身の疲労の軽
減、労働環境の
改善

⑤快適性の向上

⑥新たな豊かさの
享受

家庭

日常生活の行動・
生理を見守る技術

人に親和した
エンターテイメント技術

人間特性を活用した
快適環境創出技術

２．楽しく安らげる暮らし

エコ＆セイフティ
ドライブ支援

五感や生理に適した
快適モビリティー

五感や生理に適した
快適モビリティー

安全・自由な移動を
実現する技術

３．安全・快適なモビリティー

加齢による機能・認知力の
低下を抑制する技術

生きがいを支援・
実現する技術

機能・認知力を発達、
維持・向上させる技術

生きがいを支援・
実現する技術

１．心身ともに健康な生活

人間生活技術分野の技術マップ

誰でも自由に仕事ができる
環境の整備

安全・安心を向上させる技術

労働負荷を軽減する技術

安全・安心を向上させる技術

４．安全・安心で
働きがいのある環境



人間技術生活分野の技術ロードマップ

将来のゴール
・生きがいを持ち毎日生き生きと生活できる
・８０歳でも元気に自立して暮らせる
・健やかに成長し心身ともに健康な日々をおくれる

達成するための技術
・生きがいを支援・実現する技術
・加齢による機能・認知力の低下を抑制する技術
・機能・認知力を発達、維持・向上させる技術

２０３０年には団塊世代が８０歳代となり、高齢者（６５歳以上）が人口の３割を占める。こうした中でも日本が安全・安心かつ経済
活動が活発な国であり続けるために、『健康寿命８０歳』の実現を目指し、誰もが生きがい持ち心身ともに健康に生活し、介護や医療を
抑制することが重要である。また近年は、若年者の筋力・体力の低下や、ストレスの増大など、子どもや現役世代においても将来に向け
心身が健康であり続ける上での不安があり、この解決に向けた取組も重要である。

生きがいを支援・実現する技術 『生きがいを持ち毎日生き生きと生活できる』 個々人のこだわり
を満足させるもの
が求められる

背景となる社会環境の変化：①人口構成の変化、⑤健康寿命、⑥体力の変化

2005 2010 2020 20302008

体重に代わる新たな
健康的容姿バロメータの調査

ＩＤ化された体の寸法・形状を
製品選択時に活用する技術

店で全身の３次元
寸法・形状を計測する装置の開発

自主参加型の体の寸法・形状
データベースの構築

他分野への応用

計測施設で全身の３次元
寸法・形状を計測する装置の開発

自主参加型の体の寸法・形状
データベースを使った製造技術

着た感じ（周りからの見え方）を
シミュレーションする技術

店で足部の３次元
寸法・形状を計測する装置の開発

過度なダイエットの
悪影響に関する調査

家で誰でもデジカメのように簡単に
自分の寸法・形状計測する装置の開発オンデマンドファッションプロジェクト

健康・美を求
めるニーズが
高まる

光の環境に応じた
色味、質感の呈示技術

欲しい時に自分に合ったものが手に入れられる技術
（オンデマンドファッション技術など）

健康的な身体機能・容姿を実現する技術

ユニバーサルデザイン
性能の指標化

生活支援機器
（福祉機器）の充実

102

103

１．心身ともに健康な生活

達成感、熱中度の計測
（脳波・心拍・呼吸・視線など） 101



加齢による機能・認知力の低下を抑制する技術 『８０歳でも元気に自立して暮らせる』
機能・認知力を発達、維持・向上させる技術 『健やかに成長し心身ともに健康な日々をおくれる』

健康・暮らし（生計など）
に不安のない生活が求
められる

活動度・休息度（睡眠）
の計測･評価技術

健康な生活リズム
が求められる

若年層の体
力低下

自殺・過労死・うつの予
防が求められる

生活リズムを健康的に
調整する技術

※ 身体機能：筋力、体力、視力、聴力などを意味する
認知力 ：感覚調節、環境順応、作業に応じて頭を

切替えるなどを意味する

日常生活における活動度・休息度
及び生活環境の計測評価技術

2005 2010 2020 20302008

高齢者・障害者の
日常生活支援

残存機能を活かした
日常生活支援技術

見やすい色・聞きやすい音
などに関する研究

子どもの体格の成長及び
身体機能の発達に関する調査

子どもの動作・行動の
計測技術

日常生活に必要な
身体機能･認知力の調査

日常生活（環境変化）における身体の活動度の計測・評価技術

生活しながら、身体機能・認知力が
維持・回復する技術

身体機能・認知力の低下を
させないための刺激の研究

身体機能・認知力を維持させる
製品・効能を評価する技術

生理、生体変化をもとに生活しながら
健康診断が出来る技術

五感刺激により心身の休息行動（睡眠、入浴、リラクゼーションなど）
を最適化し、生体リズムを整える技術

家庭内電磁波・低周波の
生体影響に関する調査

ライフサイエンスへ応用
テーラーメイド医療

ライフサイエンスへ応用
テーラーメイド医療

日常生活でアレルギーを防ぐ技術
（ケミレスハウス、ケミレスタウンなど）

家庭内でアレルギー（花粉、化学物質など）
反応を計測する技術

テーラーメイドの
健康支援技術

日常生活で人が受ける光・熱・音などの刺激の評価

自主参加型健康データベースの構築（健康家計簿の構築）

加齢による身体機能・認知力低下の調査健康家計簿プロジェクト

介護への人財・費
用の限界

元気で自立した
老後へのニーズ
が高まる

感性価値創造感性価値創造YEARYEAR

子どもの代謝機能・調節機能の
発達に関する調査

104

107

108
子どもの体格・機能・認知力を
健やかに発達させる技術

他分野への応用

家庭生活に新たに登場した先進技術の
生体影響に関する調査

106

105



２．楽しく安らげる暮らし

将来のゴール
・五感で楽しみ快適な空間でくつろげる
・省エネしながらでも快適に暮らせる
・家族みんなが安心して暮らせる

達成するための技術
・人に親和したエンターテイメント技術
・人間特性を活用した快適環境創出技術
・日常生活の行動・生理を見守る技術

２０３０年には高齢者世帯が４割を超え、高齢者自身やその家族が安心して暮らせることが重要である。また、家庭内では、利便性の
向上のために高度に機械化・情報化が進むため、住宅の設備機器には益々安全快適な人間への親和が重要となる。さらに、快適性や楽し
みの更なる向上に向け人間の五感や生理の研究・活用が進む。一方で、身体機能に不安がある方の日常生活支援、少子化の抑制に向けた
育児・家事支援、快適性を維持向上させながらの省エネなどは緊急かつ永続的な課題である。

ロボット技術
の進展

人に親和したエンターテイメント技術 『五感で楽しみ快適な空間でくつろげる』

背景となる社会環境の変化：①人口構成の変化、②出生数と合計特殊出生率、④世帯数の変化、⑤健康寿命、
⑨地球温暖化への対応

20302005 2010 20202008

人との共存に向けた
ロボットの安全指標の調査

人を楽しませる
ロボット技術

支援から見た最適なロボット技術の調査

人とのコミュニケーション
ロボット技術

安全性向上のために人を模擬し
行動予測が容易なロボットの研究

親近感、恐怖感を与えるロボット
の形状・動きの調査

人に親和した柔らかい
機構を持つロボット技術

ロボット技術へ応用
お手伝いロボット

ロボット技術へ応用
お手伝いロボット

他分野への応用

次世代ＶＲ技術
（実際に触っているように感じられる技術）

高臨場感を演出するＶＲ技術

ＶＲを利用した都市景観・
生活空間を再現する技術

ＶＲの生体への影響の調査

新たな楽しみ
の実現

感覚の計測･評価技術

製品の肌触り
・質感の計測・評価

五感で感じる快適空間創出技術
（感覚刺激の相互作用）

次世代ＶＲ技術
（３次元投影）

201

202

ロボットとの家庭内共存に向けた、
人の動き（予測）・生体変化・感覚情報の計測・評価

子どもの成長など人の生活を
支援するロボット技術



人間特性を活用した快適環境創出技術 『省エネルギーしながらでも快適に暮らせる』

日常生活の行動・生理を見守る技術 『家族みんなが安心して暮らせる』

2005 2010 2020 2030

高齢者世帯
の増加

地域コミュニ
ティーの希薄化

2008

感性価値創造感性価値創造YEARYEAR

日常生活での動作や姿勢に応じた疲労の計測・評価技術

日常生活での筋力・視力・聴力などの総合的な計測・評価技術

日常生活での体の表面や複雑な動きの計測技術

アクティブデジタルヒューマンを
活用した設計・評価技術

３次元ＣＡＤ
マネキンの高度化

加齢による身体機能・認知力低下を
シミュレーションする技術

アクティブデジタルヒューマン開発プロジェクト

ユニバーサルデザイン性能の指標化

子どもの事故につながる
行動モデルの構築

育児をしやすくする技術

セキュリティータウンの構築
（地域コミュニティーの活用）事故につながる

子どもの行動を
察知する技術

事故予防ノウハウをものづくりに活用する技術

高齢者の日常生活の計測技術

子ども・乳幼児の日常生活を見守る
ウェアラブルセンシング技術

高齢者の日常生活を見守る
ウェアラブルセンシング技術

子どもの事故原因を
分析する技術

家庭内でアレルギー（花粉、化学物質など）反応を計測する技術

生活リスクを取り除きながら、群衆
としての非日常状態の挙動の検知

家庭内の非日常行動
の検知技術

子ども・乳幼児の日常生活の計測

子どもの事故に関する自主参加型データベースの構築

事故サーベイランスプロジェクト

日常生活でアレルギーを防ぐ技術（ケミレスハウス、ケミレスタウンなど）

206

207

210

ＩＣタグなどを活用したセキュリティー
タウンの構築（地域コミュニティーの活用）

アクティブデジタルヒューマンを
活用した評価を見せる技術

快適な住環境が人の環境順応性に与える影響の調査

省エネを実現しつつ快適な体感（温度・湿度・明るさ）を作り出す技術

好みに応じた省エネ住環境を創出する技術

行動パターンに応じた省エネ住環境を
創出する技術（ＢＥＭＳ／ＨＥＭＳ）

人の局所部位への冷暖房と快適性の評価
日常生活での人の行動を
モニタリングする技術

家庭内でも個々に応じた快適環境を創出する技術

高齢者の事故につながる行動モデルの構築

人と機器の群協調型ＨＥＭＳ 省エネへ応用
クラスター型エネルギーマネジメントシステム

省エネへ応用
クラスター型エネルギーマネジメントシステム

環境意識の
高まり

環境行動の
深まり

京都議定書第一約束期間
（２００８～２０１２年）

省エネ型情報生活空間創生プロジェクト

高齢者等を見守る技術

203

204

205

208
209

211



３．安全・快適なモビリティー

将来のゴール
・乗ると元気になるモビリティーの実現
・誰でも安全快適に自由に移動できる
・安全快適に省エネドライブができる

達成するための技術
・五感や生理に適した快適モビリティー
・安全・自由な移動を実現する技術
・エコ＆セイフティドライブ支援

モビリティーでは、現在・将来にわたり際限がなく安全性の向上が求められ、事故防止・事故被害軽減に向けた取組が緊急かつ永続的
に重要な課題である。加えて益々高齢化が進展する中、高齢者ドライバーの安全運転支援や高齢者の自立した社会参加支援のため安全快
適に歩くように自由に使えるモビリティーの開発が求められる。また、化石エネルギー資源の消費削減に向けて、快適性を維持･向上さ
せながらのモビリティーの省エネが急務である。

歩くように自由に使える
新たなモビリティー技術

車椅子や乳母車のように高齢者
にとって楽な姿勢・動作の研究

新たなエネルギー
で動くモビリティー
への要求

五感や生理に適した快適モビリティー 『乗ると元気になるモビリティーの実現』

運転時の生理（心拍・
呼吸・視線など）変化の検知技術

乗れば元気になる
モビリティー技術

背景となる社会環境の変化：①人口構成の変化、⑤健康寿命、⑦事故とその原因、⑧自動車運転免許保有者の変化、
⑨地球温暖化への対応

運転時の生理変化をアクセサリをつけるように
手軽にモニタリングする技術

運転時の姿勢変化
の検知技術

運転時に必要な身体機能･認知力の調査

運転時（環境変化）における身体の活動度の計測・評価技術

運転者が受ける光・熱・音などの刺激の評価

運転しながら、身体機能・認知力が
維持・回復する技術

加齢による身体機能・認知力低下の調査

※ 身体機能：筋力、体力、視力、聴力などを意味する
認知力 ：感覚調節、環境順応、作業に応じて頭を

切替えるなどを意味する
身体機能・認知力の低下を
させないための刺激の研究

2005 2010 2020 20302008

自由な移動に制
約がかかる人の
増加（高齢化）

301

302

303

身体機能・認知力を維持させる
製品・効能を評価する技術



2005 2010 2020 2030

安全・自由な移動を実現する技術 『誰でも安全快適に自由に運転・移動できる』
エコ＆セイフティドライブ支援 『安全快適に省エネドライブができる』

ヒューマンエラー
による交通事故の
防止

高齢者ドライバー
の急増

安全性へのあく
なき追求

モビリティーの多様化
に伴う安全性を支援する技術

速度や大きさの異なるモビリティー
（歩行者、自転車、自動車など）の混在による危険性の調査

京都議定書第一約束期間
（２００８～２０１２年）

モビリティーの
ユニバーサルデザインの評価

運転時の筋力・視力・聴力などの総合的な計測・評価技術

運転時の体の表面や複雑な動きの計測技術

アクティブデジタルヒューマンを
活用した評価を見せる技術

アクティブデジタルヒューマンを
活用した設計・評価技術

３次元ＣＡＤ
マネキンの高度化

運転時の動作や姿勢に応じた疲労の計測・評価技術

アクティブデジタルヒューマン開発プロジェクト

2008

感性価値創造感性価値創造YEARYEAR

運転者の状態を検知し
事故を未然に防ぐ技術

心拍・発汗・視線・脳波などの計測による
運転者の場面に応じた集中力変化の調査

運転の癖から非日常
（いつもと違う）運転行動の検知技術

運転者の生理変化から
集中力低下を計測する技術

他分野への応用

運転者の集中力低下から覚醒させる
刺激（音・光など）を与える技術

五感をバランスよく活用した
周辺状況把握に関する調査

運転モニタリングを活用し
足りない運転スキルを代行する技術

音を用いて周辺状況を
運転者に伝える技術

五感への多重入力により、快適な
移動空間を創り出す技術

個々の運転特性の計測・評価

集中力、注意力を維持・喚起する
刺激の複合効果の計測・評価

モビリティーへ応用
多重情報提示のためのHMI技術

モビリティーへ応用
多重情報提示のためのHMI技術 304

306

加齢による身体機能・認知力低下を
シミュレーションする技術

駅・ターミナルの
ユニバーサルデザインの評価

305

307



４．安全・安心で働きがいのある環境

将来のゴール
・年齢・性別・言語に関係なく共同して働ける
・安全・安心に心身へのストレスなく働ける
・少ない労働力でも高い労働生産を実現する

達成するための技術
・誰でも自由に仕事ができる環境の整備
・安全・安心を向上させる技術
・労働負荷を軽減する技術

働く環境では、現在・将来にわたり際限がなく安全性の向上が求められ、事故防止・事故被害軽減に向けた取組が緊急かつ永続的に重
要な課題である。そして、団塊世代が定年を迎え産業労働人口は減少するにつれ、高度な機械化・情報化の進展、体力・筋力、言語など
が異なる様々な人の共同作業、少人数での作業など労働環境は大きく変化し労働者の心身へのストレスは増大し、ストレス軽減に向けた
取組が必須となる。また、仕事と育児・家事・介護との両立を目指し、どこでも仕事ができる環境の創出に向けた取組も重要である。

作業に必要な体力・筋力を
補助する技術

作業に必要な身体機能を
補助する技術

作業に必要な身体機能を
代替する技術

誰でも自由に仕事ができる環境の整備 『年齢・性別・言語に関係なく共同して働ける』

ＶＲを活用したユニバーサル
コミュニケーションの実現

背景となる社会環境の変化：①人口構成の変化、②出生数と合計特殊出生率、③労働力人口の変化、⑤健康寿命、
⑦事故とその原因、⑨地球温暖化への対応

サイン、サイレン、記号の
ユニバーサルデザイン

作業環境の
ユニバーサルデザインの評価

高齢者・障害者向け作業機器の
使いやすさの向上技術

表示の大きさ・色、音などが
高齢者に適した作業機器の開発

働きたい人誰もが
働ける環境の実現

在宅作業でも集中力を
高める技術

作業者の順応力・適応力を鍛える
作業ロボットの協調技術

2005 2010 2020 20302008

労働人口の減少（団塊の
世代が６０歳を迎える）

高齢者・女性のさら
なる労働参加ニーズ
の高まり

401

402

403

404



2005 2010 2020 2030

安全・安心を向上させる技術 『安全・安心に心身へのストレスなく働ける』
労働負荷を軽減する技術 『少ない労働力でも高い労働生産を実現する』

生理変化（脳波・発汗・視線・筋電位など）から
ストレス・疲労を計測する技術

事故につながる作業者の
生理・疲労状態の調査

安全性・作業効率向上に向けた
労働サイクルの調査

ストレス・疲労を解消する
環境を作り出す技術

ストレス・疲労の低減に向けた
作業効率の向上技術

ストレス・疲労と
作業効率の関係の調査

快適性・作業効率向上に向けた
人の局所部位の温度コントロール技術

京都議定書第一約束期間
（２００８～２０１２年）

安全性へのあく
なき追求

スキル・身体機能のレベルと
作業効率・ヒューマンエラーの調査

日常生活での動作や姿勢に応じた疲労の計測・評価技術

日常生活での筋力・視力・聴力などの総合的な計測・評価技術

日常生活での体の表面や複雑な動きの計測技術

アクティブデジタルヒューマンを
活用した設計・評価技術

３次元ＣＡＤ
マネキンの高度化

省エネを実現しつつ快適な体感
（温度・湿度・明るさ）を作り出す技術

好みに応じた省エネ作業環境を創出する技術

行動パターンに応じた省エネ作業環境を創出する技術（ＢＥＭＳ／ＨＥＭＳ）

仕事場での人の行動を
モニタリングする技術

作業時の休憩のとり方と
安全性に関する調査

刺激（音・光・香など）による安全性・
作業効率の高い労働サイクル創出技術

ストレス・疲労の度合いを
明示する（知る、知らせる）技術

視野に入った物を認識できているか
どうかを評価する技術

作業者の活動を計測し、エネルギー効率
が高い高機能レイアウトの調査

省エネへ応用
クラスター型エネルギーマネジメントシステム

省エネへ応用
クラスター型エネルギーマネジメントシステム

アクティブデジタルヒューマン開発プロジェクト

省エネ型情報生活空間創生プロジェクト

2008

感性価値創造感性価値創造YEARYEAR

個々のスキル・身体機能に応じた
適材適所を支援する技術

アクティブデジタルヒューマンを
活用した評価を見せる技術

仕事場でも個々に応じた快適環境を創出する技術

406

407

加齢による身体機能・認知力低下を
シミュレーションする技術

405



人間生活技術戦略の策定 －人間生活技術の重点化－

2030年に向けて取り組む
重要な人間生活技術

様々な社会環境変化に対応する
今後の人間生活技術の研究開発の課題

今後、取り組むべき
人間生活技術

３１ の技術を選定３１ の技術を選定

200 を超える技術を選定200 を超える技術を選定

人間生活技術戦略の策定は、人間生活技術のこれまでの研究成果や、今後の研究開発
の中から、特に重要と考えられる「 9つの社会環境の変化」を乗り越える「4つの将
来のゴール」に向けて、重要かつ社会ニーズの高いものに重点化を図った。

心身ともに健康な生活の実現
高齢者はいつまでも健康で自立し、子どもは健やかに成長・

発達するような、生きがいを持ち生き生きと暮らせる社会

楽しく安らげる暮らしの実現
感性・五感で楽しめ、省エネしながらも快適な住環境におい

て、家族みんなが安心して生活できる社会

安全･快適なモビリティーの実現
乗ると元気になるモビリティーがあり、誰もが安全・快適か
つ省エネルギーで自由に移動することができる社会

安全・安心で働きがいのある環境の実現
年齢・性別・言語に関係なく、誰もが安全・安心で心身にス
トレスなく働くことができる社会

様々な社会変化の中から、有識者により、９つの重
要な社会変化と、これらの変化に対応するために必
要な人間生活技術の研究開発を選定。

将来９つの社会変化が起こった状況においても人々
が生き生きと暮らせるために実現が望まれる4つの
社会像（将来のゴール）を設定。

4つの将来のゴールの実現に必要な技術を検討し、
さらにその中でも今後の社会ニーズが高いものを重
要な人間生活技術として絞込み。

4つの将来のゴール

（参考資料）



現役世代人口：７,８０３万人
（20～6４歳）
総人口比：６１.１％

2030年の人口構成推計を見ると、団塊世代が80歳を迎え、高齢者人口が2005年よりも930
万人増加する一方で現役世代人口が1,300万人減少するという、超高齢社会を迎える。
こうした将来でも、誰もが安全・安心かつ生き生きと毎日を暮らせるようにすることが重要。

2030年の日本の人口構成

男性 女性

0～4

20～24

30～34

40～44

50～54

60～64

70～74

10～14

80～

２００５年 ２０３０年（推計）

高齢世代人口：２,５４７万人
（６５歳～）
総人口比：２０.０％

６.２ポイント減少

９.6ポイント増大

現役世代人口：６,４５２万人
（20～6４歳）

総人口比：５４.9％

高齢世代人口：３,４７７万人
（６５歳～）

総人口比：２９.６％

社会環境の変化① －人口構成の変化－（人口の３割が高齢世代に）

高齢者一人当たりの現役世代人口
：３.０６人

高齢者一人当たりの現役世代人口
：１.８６人

年齢（歳）

男性 女性

出典： 「日本の将来推計人口 （平成１４年1月推計）」、国立社会保障・人口問題研究所
「人口推計月報 平成１７年１２月」、総務省統計局



過去３０年間の出生数を見ると1973年以降は減少傾向となっており、２００７年においてはそ
の当時に比べほぼ半減している。また、合計特殊出生率も年々低くなり２００６年では1.３２と
なっており、少子化防止に向けた対策が急務であり、育児・家事・介護の支援等を行うことによ
り、仕事と育児・家事・介護との両立をサポートすることが重要。

社会環境の変化② －出生数と合計特殊出生率－（加速する少子化）

出典： 「平成１８年 人口動態統計（確定数）の概況」、厚生労働省
「平成１８年度版 厚生労働白書」、厚生労働省

※数値は速報値

合計特殊出生率の国際比較（人）

1970 1980 1990 2000 2004

日本

アメリカ

フランス

イタリア

スウェーデン

韓国

出生数と合計特殊出生率（万人）

173

161

182
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158

143

122 119 119

106 109 109

190
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出生数

合計特殊出生率

少子化が加速

出生数
２００７年（現状）

１９７３年（第２次ベビーブーム）

１９４９年（第１次ベビーブーム）

：１０９万人

：２０９万人

：２７０万人
（参考値）

※



2010年までには団塊世代が定年を迎えるため、この間には労働力人口が激減する。この問題の
解決に向け、働きたい高齢者・女性への労働参加支援が重要。しかし、団塊世代（特に男性）と
新たに就業する若手との間には人数だけでなく就業業種にも大きな差があり、この差を補う人財
の身体機能と労働とのミスマッチが大きな問題となる。そのために、体力・筋力等の身体機能が
男性に比して小さな高齢者・女性にあっても安全・安心に労働参加できることが重要。

社会環境の変化③ －労働力人口の変化－（団塊世代の定年、人財と労働のミスマッチ）

単位：万人

就業者数：「労働力調査（平成１７年１０月）」、総務省統計局
労働力人口：「人口統計資料集（平成１７年１月）」、国立社会保障・人口問題研究所

出典：

労働力人口 （万人）

5,723
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6,610
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7,000
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3,431
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２０２５年までに
４７５万人減少！

２００８年から２０１２年までに
６５歳を迎える就業者数 （万人）

男性 女性 男性 女性 男性 女性

サービス業
（2,450） 132 147 95 84 108 152

製 造 業
（1,165） 98 54 53 26 80 31

卸・小売業
（1,113） 61 72 39 37 51 55

建 設 業
（552） 70 11 44 7 39 6

運 輸 業
（323） 44 7 26 3 20 5

公 務
（226） 24 5 6 2 17 7

合 計

（5,829） 429 296 263 159 315 256

29 24

726 573

8

421

81 45

51 25

51

29

153 111

133 107

79

76

６０歳を迎える

就業者数
（５５～５９歳）

若年

就業者数
（２５～２９歳）

279 261

６０歳以上の

就業者数
（６０～６４歳）

178

男性

女性

労働人口の差を人財で補うとすると、製造業、建設業、運
輸業などの技術や体力を必要とする職においても女性や
高齢者が安心して働けるようにすることが必須。

（2007年就業者数）



人口は減少に向かうものの、ライフスタイルの変化等による世帯人員の減少が進むなど世帯数は
2020年ごろまで増加すると見込まれる。併せて、高齢者世帯も増え、その割合も増加し、
2025年には総世帯のうち約4割が高齢者世帯となり、一人で暮らす高齢者も増える。こうした
中でも、高齢者自身とその家族が共に安心して暮らせるように、高齢者の自立した日常生活の支
援や高齢者の行動・生理を家族が見守ることができるようにすることが重要。

独居高齢者世帯数

出典：「日本の世帯数の将来推計 （平成１７年８月推計）」、国立社会保障・人口問題研究所

２００５年（推計）

単位：万世帯

（ ）内は総世帯比

高齢者世帯数（独居高齢者世帯含む）

３８６
（７.９％）

１,３３８
（２７.３％）

２０２５年（推計）

６８０
（１３.７％）

１,８４３
（３７.１％）

増加

１３軒に１軒が

独居高齢世帯

７軒に１軒が

独居高齢世帯

総世帯数（万世帯）

総人口（万人）

４,９０４

１２,７７１

４,９６４

１２,１１４

高齢者世帯数の動向

社会環境の変化④ －世帯数の変化－（世帯の４割が高齢者世帯に）



２０３０年には団塊世代が８０歳を迎える中で、８０歳になっても元気で自立した生活が営めるこ
とが求められている。これは、高齢者自身が生き生きと生活できる喜びを享受できるだけではなく、
我が国全体で介護に要する費用が削減できる。また、高齢者本人の経済活動が行われることはもち
ろんのこと、介護に従事するはずであった人が他の労働活動に従事できることとなり、今のままの
健康寿命での社会に較べると、２倍、３倍の経済効果が期待できる。これに向け、加齢による身体
機能（体力、筋力、視覚、聴覚、柔軟性など）の低下を抑制することが重要。

※平均寿命は、何年生きられるかという生存の量のみを問題としているが、単に生きている期間を延ばすだけでなく、
生活と健康の質を考慮して心身ともに健康で自立している期間を延ばすことが大切であるとして、健康寿命（活動平
均余命）という指標が提唱されるようになった。（「２１世紀ビジョン」より）

平均寿命と健康寿命※の差を縮めて、日本の健康寿命を

２０３０年には８０歳程度へ引き上げることを目指す。

平均寿命：８２.４歳

健康寿命：７５歳

７.４歳差

平均寿命：８４歳

健康寿命：８０歳

４歳差

２００２年 ２０３０年

平均寿命と健康寿命
の差を縮める！

各国の平均寿命と
健康寿命の差

ス ウ ェ ー デ ン ：

ド イ ツ ：

ア メ リ カ ：

中 国 ：

イ ン ド ：

世界各国平均：

７．１歳
（７３.３歳）

６．９歳
（７１.８歳）

８．０歳
（６９.３歳）

７．０歳
（６４.１歳）

７．５歳
（５３.５歳）

８．０歳
（５７.４歳）

「日本２１世紀ビジョン（平成１７年４月）」、内閣府
「Core Health Indicator from the World Health Report」、WHO
「日本人の平均余命（平成18年簡易生命表）」、厚生労働省

出典：

社会環境の変化⑤ －健康寿命－ (生き生きとした暮らしの享受)

（括弧内：健康寿命）

※ ２００２年集計

※平均寿命は2006年の数字



増減

出典：子どもの体力向上ホームページ、文部科学省

近年、子どもの身長・体重など体格が良くなっている一方で、日常生活で身体を動かす機会（外
遊びやスポーツ）が減少し、子どもの身体機能は低下している。これは健やかな発達を阻害する
だけでなく、この子どもが将来加齢による身体機能の低下を起こすと、現在の高齢者以上に身体
機能が低下するおそれもあり、自立した日常生活をおくれない可能性もある。このため、子ども
の健やかな成長・発達を目指し、身体機能の育成を図ることが重要。

５０ｍ走（秒）

身長（cm）

体重（kg）

男子

女子

男子

女子

男子

女子

男子

女子

現在の子ども
（２００６年度の１１歳）

現在の子ども
（２００６年度の１１歳）

８.９

２９.５

１４５.１
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９.２

１７.２

８.８

３４.５

１４１.９

３４.７

１４４.６

３６.４

９.１

１９.８

親の世代
（１９７４年度の１１歳）

親の世代
（１９７４年度の１１歳）

ソフトボール

投げ（m）

＋３.２

＋２.４

－０.１

－０.１

－５.０

－２.６

体格
が向
上

運動能力が低下

体

格

運
動
能
力

子どもの体力・運動能力は
低下傾向が続いている

社会環境の変化⑥ －体力の変化－（若年層の体力の低下）

（cm）

（秒）

（m）

３８.８

３９.５

＋４.１

＋３.１
（kg）



産業事故の原因を見ると、ヒューマンエラーによるものが７６％と圧倒的である。また、自動車
の死亡交通事故における原因の変化を見ると、死亡事故件数自体は減少傾向にあるものの、居眠
り等の漫然運転、脇見運転、安全不確認など、運転者の集中力低下・ヒューマンエラーによる割
合が増加し、近年では2,０00件以上（４０％）に及ぶ。したがって、将来にわたって事故を軽減
させていくためには、こうしたヒューマンエラーを無くすこと、もしくは万が一ヒューマンエ
ラーが起こっても死亡事故につながらないことが重要。

社会環境の変化⑦ －事故とその原因－（ヒューマンエラーが事故を引き起こす）

集中力低下、ヒューマンエラーが事故の原因になっている

出典：「平成１９年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締状況について（平成２０年１月）」、警察庁
出典：「産業事故調査結果の中間取りまとめ（平成１５年１２月）」、経済産業省

産業事故発生原因件数の構成

人的要因

76%

設備的要因

18%

調査中

6%

調査件数

１００件

8,611 8,420
8,102 7,960 8,024

7,714
7,324

6,839
6,503

6,110

9,227

5,668

5,189

15.6%

14.2%

10.5%

8.7%10.6%

12.5%

5.6%

21.3%

4.0%

5.9%

4.9% 5.3%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

2000年

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

最高速度

脇見運転

漫然運転 安全不確認

歩行者妨害等

通行区分

1995年 2007年

自動車の死亡事故件数における
運転者の法令違反構成比の推移（抜粋）

952,191

832,454

650,000
700,000
750,000
800,000
850,000
900,000
950,000
1,000,000

死亡事故総件数（件）

交通事故総件数（件）



現在の65歳以上の運転免許保有者数は１１０７万人であり、同年齢人口の４０．１％にあたり、
今後、ますますその割合上昇が見込まれ、急激に高齢者ドライバーが増加することが推測される。
また、高齢になっても自分で自由に移動できることは高齢者が自立した生活をおくる上でも効果
的な手段であることから、加齢による身体機能の低下をシステムで補い、より安全な運転を支援
することが重要。

「平成１９年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締状況について（平成２０年１月）」、警察庁
「平成１８年版 交通安全白書（平成１８年）」、内閣府

出典：

社会環境の変化⑧ －自動車運転免許保有者の変化－（高齢者ドライバーの増加）

高齢者ドライバーの
割合が今後増加！

年齢別運転免許保有者数（万人）
2007年時点
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６５歳以上の免許保有者数（万人）
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６５歳以上の免許保有者数
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全運転免許保有者数

７９９０万人



世界において温室効果ガスの排出を抑制し、地球の温暖化防止に取組むことは重要な課題の一つ
であり、我が国も『京都議定書目標達成計画』に掲げる目標の実現に向けて、国民全体が一丸と
なって取組むことが喫緊の課題。そのためには、住宅・オフィスにおいて更なる省エネの実践が
必要となる。この省エネへの取り組みを普及・拡大するためには、誰もが参加できるように、省
エネしながらも快適性を損なわないようにすることが重要。

社会環境の変化⑨ －地球温暖化への対応－（住宅・オフィスにおいての省エネが必須）

２５４２３３１６６２００６年排出量（速報）

▲１１▲３１▲２９２００２→２０１０年 削減量

２０１０年排出量（目標）

２００２年排出量

１９９０年排出量
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出典：「京都議定書目標達成計画」、日本政府 「2005年度（平成１７年度）の温室効果ガス排出量速報値＜概要＞」、環境省
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